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Ⅰ．はじめに
～「成長促進型」（プロ・グロース）政策推進宣言～

本年８月２８日、菅内閣総理大臣は経済産業大臣に対し、国内投
資を促進し新たな雇用を創出するため、工場・事業所や本社機能の

国内立地促進、中小企業対策を重点課題とする「日本国内投資促進
プログラム」を取りまとめるよう指示を行った。

国内投資を巡る状況は深刻である。新興国の台頭、熾烈な価格競
争は、我が国の投資・事業環境を国際水準から見て見劣りするもの

へと急速に変えつつある。また、長期間にわたる国内のデフレ・低
経済成長は、企業の期待収益率を下げ、国内への投資を立ちすくま
せている。このまま放置すれば、企業の海外移転は加速し、国内投

資が総崩れとなる恐れがある。国内投資を根本から立て直すために
は、日本を魅力ある投資先として再生させなければならない。

円卓会議では、現状を放置した場合の危機感を共有した上で、官
と民がそれぞれ一歩前に出るべきとの議論が行われた。

この「日本国内投資促進プログラム」は、官民一体となって、「成
長促進型」（プロ・グロース）政策へと大胆に舵を切るべきことを

宣言するものである。

投資の主役である民間は、これまでの守りの経営から攻めの経営
に転換し、将来を見据えた積極的な投資を行い、競争力の強化を進
めるとともに、国内雇用の拡大に取り組む。

政府は、円高・デフレに対応した適切な経済運営を行うことはも
ちろん、民間の投資拡大に向けた取組を支援するため、成長促進、
投資促進の観点からあらゆる政策を徹底的に検証し、世界最高水準

の投資事業環境を整備するとともに、グリーンをはじめとする将来
の成長分野における需要・投資先の開拓を行う。

国内投資は成長のエンジンである。産業界、労働界、政府、地方
自治体は、それぞれの課題に総力を挙げて取り組み、国内投資を拡

大し雇用を創出することで、産業空洞化の危機を強固な意志と実行
力で乗り越えていく。
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Ⅱ．国内投資の現状

１．国内投資の重要性

国内投資は生産拡大、生産性上昇、イノベーションの創出を通じ
て、良質な雇用の創出、企業の利潤拡大、国民所得・国民生活の利
便性向上をもたらす経済成長のエンジンである。これによって強い
経済が実現し、財政や社会保障の持続可能性が確保される。

国内投資促進の効果

２．国内投資の現状

（１）「守りの経営」

これまで我が国企業は「守り」の経営を優先し有利子負債の返済
等に注力してきたが、我が国企業の自己資本比率は、足下で欧米優
良企業並みに向上しており、財務の健全化には目途がつきつつある。
これからは「守り」から「攻め」の経営に転じ、将来の成長に向
けて積極的な投資を行うべき時である。
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自己資本比率の国際比較

（注１）自己資本比率＝自己資本／（自己資本＋負債）

（注２）欧米は暦年、日本は年度ごとの数値

【出所】「日本」は財務省「法人企業統計」、「欧米」は米英独仏のS&P1200採用企業（金融除く）の加重平均

しかしながら、我が国の民間設備投資は、足下で回復の兆しは見
られるものの、２００６年のピーク時に比べると約４割近く減少し
た水準に停滞している。

国内設備投資の推移

（出所）財務省「法人企業統計（四半期別調査（季節調整値））」
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工場立地件数を見ても、平成２２年上期は半期毎に統計を公表し
始めた昭和５５年以来、最低水準を推移しており、国内投資は伸び
悩んでいる。

工場立地件数・工場立地面積の推移

（出所）経済産業省「工場立地動向調査」

（２）生産の海外移転の進展

国内投資が伸び悩む一方で、海外への投資や海外での現地生産は
増加を続けている。

設備投資における海外投資比率の推移（製造業）

（注１）海外投資比率＝海外における設備投資÷（国内設備投資＋海外設備投資）× 100
（注２）海外における設備投資は、連結決算を作成している企業は連結ベースの設備投資額、連結決
算を作成していない企業は本体および出資比率（間接を含む）が 50 ％以上の海外子会社に
よる設備投資額。

（出所）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」
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海外現地生産比率の推移（製造業）

（注１）海外現地生産比率＝海外現地生産÷（海外現地生産＋国内生産）× 100
（注２）2009年度は実績見込み値
（出所）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」

また、日本企業へのアンケート調査によれば、これまで我が国に
競争優位があると考えられてきた研究開発機能や本社機能まで、海
外への移転を検討している日本企業も存在している。

国内機能の海外への移転

（注）生産機能の回答企業数は、一部重複あり

（出所）経済産業省「我が国の産業競争力に関するアンケート調査」（ｎ＝285社）
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（３）立地競争力の低下の兆し

加えて、我が国に対する対内直接投資は、近年増加しているもの
の、諸外国と比較すると依然として低い水準にとどまっている。

対内直接投資額の国際比較（2009年）

（出所）UNCTAD「FDI Statistics」

また、対内直接投資と対外直接投資の対ＧＤＰ比を比べると、我
が国は対外直接投資が超過しており、国際的に見ても対外直接投資
に比べ対内直接投資が非常に少ない状況にある。

対外直接投資額と対内直接投資額の国際比較

（2004年～2009年の平均）

（出所）UNCTAD「FDI Statistics」
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さらに、最近では、本社機能や研究開発機能を中国やシンガポー
ル等に移転する外資系企業もあり、外資誘致を積極的に行っている
諸外国に付加価値の高い投資が流れている。

外国企業の本社・研究開発拠点などの海外移転

他国の企業誘致施策との比較

（※）２２年度経済対策でアジア拠点化推進のための助成、２１，２２年度経済対策で低炭素型工場
立地に対する助成等をそれぞれ実施したが恒常的な制度無し
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３．国内投資が伸びない理由

なぜ国内投資が伸びないのか。産業界からは、国内の事業コスト
の高さによる立地競争力の低下と、国内における成長期待の低下と
デフレの影響などについて指摘があった。

（１）国内の事業コストの高さによる立地競争力の低下

我が国企業の海外展開の理由を見ると、国内の事業コストの高さ
が群を抜いており、高コストの事業環境が大きな問題となっている。

我が国企業の海外展開の理由

（出所）経済産業省「我が国の産業競争力に関するアンケート調査」（2010年 1月～ 2月）

企業アンケートの中で、「事業コスト」という回答の内訳は、「税
負担」、「インフラコスト」、「人件費」となっており、「事業コスト」
のうち、政府として、政策で直接対応できる「税負担」部分の割合
は２～３割程度となっている。

事業コストと回答した企業の比率

（出所）経済産業省「我が国の産業競争力に関するアンケート調査」（2010年 1月～ 2月）
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さらに、我が国は、外国企業から見た魅力において、従来、競争
力を有していたアジア本社機能や研究開発拠点機能が首位から転落
するなど、わずかこの２年間で、アジアの中核拠点としての競争力
を急速に喪失しつつある。

外国企業から見たアジア地域で最も魅力を感じる国・地域

（注）主要６カ国の数値のみ抽出
我が国に未進出の外国企業を中心に、機能ごとにアジアで最も魅力を感じる国をヒアリング

（出所）経済産業省「欧米アジアの外国企業の対日投資関心度調査」（2007・2009年度）

また、工場立地を迅速に進めるためには、「行政による規制の手
続に時間がかかる」、「工場立地に関する規制が厳しい」等が、問題
として多くの企業から指摘されている。

工場立地を迅速に進める際の問題点

（出所）経済産業省によるヒアリング調査（2010年9月～10月）

順位
２００７年度
調査

２００９年度
調査

順位
２００７年度
調査

２００９年度
調査

順位
２００７年度
調査

２００９年度
調査

順位
２００７年度
調査

２００９年度
調査

1
日本
３０％

中国
４２％

1
日本
３０％

中国
６４％

1
中国
４１％

中国
６３％

1
中国
６２％

中国
６４％

2
香港
２０％

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
１６％ 2

中国
２５％

日本
２１％ 2

香港
１３％

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
１１％ 2

インド
１２％

インド
１４％

3
中国
１８％

香港
１３％

3
インド
１６％

インド
２０％

3
日本
１１％

インド
８％

3
韓国
５％

韓国
２％

4
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
１６％

日本
１０％

4
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
９％

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
８％

4
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
９％

香港
６％

3
香港
５％

香港
２％

5
インド
８％

インド
１０％

5
香港
６％

韓国
４％

5
インド
８％

日本
３％

5
日本
３％

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
２％

6
韓国
４％

韓国
２％

6
韓国
４％

香港
２％

6
韓国
７％

韓国
２％

6
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
２％

日本
１％

アジア地域統括拠点 Ｒ＆Ｄ拠点 物流拠点 製造拠点



10

なお、最近の円／ドル名目為替レートの推移をみると、円高が急
速に進展し、過去最高水準に迫っている。こうした円高の長期化は、
国内での事業コストを相対的に増加させ、生産の海外移転を加速さ
せる恐れがある。

円／ドル名目為替レートの推移

（出所）日本銀行

現に、１ドル８５円の円高が継続した場合の対応を国内企業にヒ
アリングした結果によれば、製造企業の４割が海外移転を、６割が
海外生産の拡大を選択せざるを得ないと回答している。

円高が継続した場合の影響

（出所）経済産業省「円高の影響に関する緊急ヒアリング」（2010年8月）
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（２）成長期待の悪化とデフレの影響

国内市場の成長に対する企業の見通しが悪化する中で、デフレに
より実質金利が高止まりしていることが、国内の期待収益率を悪化
させ、投資の制約要因となっている。

期待成長率の推移

（注）期待成長率とは、企業による今後の経済成長の動向の見通し

（出所）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」

実質金利の推移

（注１）10年債利回り－ CPIコア前年比
（注２）実質金利は本来、名目金利から期待インフレ率を差し引いたものとして定義されるが、

ここではデータの制約上、現実のインフレ率を期待インフレ率としてみなしている
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４．現状を放置した場合のリスク

官民が現状を放置し、産業の海外移転が進展した場合、いかなる
事態が生じるか。産業界からは極めて深刻な状況を招く恐れがある
との危機感が表明された。

国内の生産拠点には、外需向けと内需向けがあるが、我が国の立
地競争力の低下に伴い、外需向け耐久消費財等の生産拠点の海外移
転が進行している。これは、耐久消費財等を製造する産業を販売先
としている素材産業などにも連鎖的に波及し、海外移転が「雁行型」
で進展する可能性がある。内需向けの生産拠点も、低付加価値製品
を中心に、逆輸入の形で生産拠点の海外移転が進みつつある。

製造業は一度国内から喪失すると回復が困難と言われる（製造業
の履歴効果）。「すりあわせ」に優れた製造現場は、日本の高い研究
開発力、新商品開発力の源泉となっており、生産拠点の海外移転が
進めば、研究開発力の強みが失われる可能性がある。

＜産業界の声＞

○日本経済団体連合会
現状を放置すれば、国内の生産活動が停滞し、海外生産比率のみが上昇

するという形で空洞化が進み、機械的に試算すると、５年間の合計で約６

０兆円の売上げと、３００万人規模の雇用機会を失い、失業率も大幅に悪

化する見込み。

○日本鉄鋼連盟
鉄鋼業は、環境が整備されれば、引き続き国内での投資を継続、強化

していきたい。しかし、温暖化対策において日本だけが突出して厳しい

条件を課されるなど、事業環境が悪化すれば、製造業としては外へ出

ていかざるを得ない。

○日本自動車工業会
ものづくりはひとづくりであり、絶えず人材育成を行う必要がある。

一度流出すると基盤を取り戻すことは困難。
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（１）生産拠点の海外移転

①外需向け生産拠点

外需向けの国内生産拠点（輸出拠点）は、価格競争力の維持、

為替リスクの軽減の観点から現地生産の流れが加速している。

中でも、電気電子産業、自動車産業など韓国等新興国との熾烈

な競争に晒されている産業において、特に低付加価値製品を中

心にその傾向が強い。

＜産業界の声＞

○日本自動車工業会
車両本体のみならず、部品も国内生産から海外生産への転換を進め

ており、下請企業は簡単に海外に移転できず、国内雇用は減少。日本

のものづくり基盤が喪失してしまう恐れ。

○電子情報技術産業協会
昨今、韓国を初め海外メーカーとの熾烈な国際競争のもとで、最近

の円高も加わり、我が国産業の優位性が低下しつつあることについて、

強い危機意識をもっている。

輸送機器、電機機器、一般機械の海外現地生産比率の推移

（注）2009年度は実績見込み値、「一般機械」は原統計の「機械」
（出所）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」
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自動車の国内生産・海外生産・輸出・国内販売台数の推移（暦年）

（出所）日本自動車工業会

②海外移転の連鎖

自動車、電機電子などの耐久消費財産業を販売先とする、鉄
鋼、化学などの素材産業や、工作機械産業も、運搬コストや製
品開発の利便性確保の観点から、販売先となっている産業（ユ
ーザー産業）の動向に左右され、海外に移転せざるを得ない可
能性がある。
ユーザー産業の海外移転が加速すれば、その他の産業の海外
移転もドミノ倒しで加速し、我が国産業の海外移転が一気に進
展する恐れがある。

＜産業界の声＞

○日本工作機械工業会
需要家産業の海外生産へのシフトが加速。このままでは需要地立地や

部材等の海外生産を進めざるを得ない状況。

③内需向け製品の逆輸入進展の可能性

さらに、内需向けに国内で製造し販売していた生産拠点も縮
小、海外移転の恐れがある。
既に電機電子産業では、付加価値の低い白物家電やパソコン
等の海外移転が進行しており、付加価値の高い映像機器等でも
徐々に海外に移転する動きが広がりつつある。
自動車産業でも、低価格帯の自動車を中心に製造拠点をタイ
等に移転する動きが見られる。
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（２）高付加価値生産拠点、イノベーション拠点の喪失の恐れ

低付加価値製品を中心とする生産の海外移転が進む一方で、これ
らの生産に必要な高付加価値部品や素材などを国内で生産し輸出す
る、あるいは、より高付加価値製品の生産にシフトするといた国際
分業・産業転換が図られていれば、経済全体にとってプラスとなる。

我が国は、①高付加価値部品や素材のほか、②最終製品のうち高
付加価値の製品や③イノベーションによる新製品の製造拠点として
の機能を有しており、グローバル企業も、イノベーションセンター、
マザープラントとしての国内拠点は維持したいとしている。

しかし、こうした機能でさえ、韓国等新興国による急速なキャッ
チアップ等により、高付加価値部材・製品が競争力を失い、投下資
本の回収が難しくなる場合には、国内立地が困難になる恐れがある。

また、生産拠点や裾野産業と緊密な連携を取り得る環境（「すり
あわせ」を活用した研究開発）が我が国の強みであったが、生産拠
点や裾野産業の海外移転が進めば、イノベーション拠点としての強
みが失われる懸念もある。

＜産業界の声＞

○電子情報技術産業協会
日本に研究開発拠点及びその成果を生かすマザー工場を維持して、

歯を食いしばって国内で頑張りたい。

○日本自動車工業会
イノベーションセンター、マザープラントとしての国内拠点は今後

も重要な役割を果たしていくことから、今後とも、この機能を何とし

ても国内に残していきたい。

○日本製薬工業協会
日本は世界第３位の新薬創出国であり、製薬産業というのは日本に

向いた産業。具体的な生産設備・研究設備も相当部分が日本にある。

しかし、最近外資系企業の研究開発拠点の日本撤退が相次ぐなど、相

対的な治験・臨床環境等創薬環境の劣化・未成熟が懸念。
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Ⅲ．民間の取り組むべき課題

日本企業を取り巻く事業・投資環境は大きく変化している。新興
国の台頭、熾烈な価格競争等により、このまま現状を放置すれば、
企業の海外移転が加速し、国内投資は総崩れとなる恐れがある。国
内投資を巡る現在の危機的な状況を立て直すためには、官民が協力
して、日本を魅力ある投資先として再生させなければならない。

円卓会議では、以上のような現状を放置した場合の危機感を共有
した上で、官民が一体となって一歩前に踏み出し、全力でこの難局
に立ち向かうことが不可欠であるとの共通認識に立ち、それぞれの
果たすべき役割を確認した。

まず、産業界、労働界においては、以下の課題に早急に取り組む
べきである。

１．産業界の取り組むべき課題～「守り」から「攻め」の経営へ

（１）産業界による積極的な投資の必要性

国内投資の主役は、産業界である。産業界は、これまで財務改善の
「守り」に追われ、国内への投資をためらってきたが、有利子負債の
圧縮に目処が立ち、主要国並みに自己資本比率を改善したことから、
「攻めの経営」に転換する時期にある。

今、我が国の企業部門は約２００兆円に及ぶ現預金を有している
と言われる。産業界が消極的姿勢で資金を内に貯め込んでいては、
日本経済の回復も雇用拡大も困難である。我が国の産業競争力の強
化を進め、雇用創出を進めるためには、こうした資金が国内投資に
確実に向かう必要がある。

産業界は、財務体質の健全化に目途がついた今こそ、将来を見据
えて積極的に投資を行い、競争力の強化を進めるとともに、国内雇
用の拡大を図るべきである。
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具体的には、第一に、今後大きな成長が見込まれるグリーン・イ
ノベーションやライフ・イノベーション分野等における設備投資を
行い、国内雇用の拡大に貢献すべきである。

第二に、将来の成長を支える若者への人材育成投資を充実させる
べきである。

第三に、企業の将来の競争力強化に結びつく研究開発投資を積極
的に行うべきである。

第四に、資源権益の確保や海外インフラ投資など、国内事業の拡
大に貢献し得る戦略的な海外投資を進めるべきである。

（２）産業界による投資行動目標

円卓会議では、産業界から、政府による「成長促進型」政策の推

進を前提として、将来の成長の源となる投資拡大に向けた積極的な

投資行動目標の提示があった。

日本経済団体連合会は、政府が①実質的な税負担の軽減を伴う法

人税減税、②研究開発支援、③EPAの推進を講じた場合には、産業

界は、自己資本比率の向上など財務体質の改善に目途がたったこと

を踏まえ、「攻め」の経営に転換し、積極的に国内投資や雇用創出

に取り組むことにより、以下の投資目標の実現を目指すとの投資行

動目標を提示した。

５年後： 民間設備投資 約８４兆円

１０年後： 民間設備投資 約１０４兆円

※２００９年度実績： 民間設備投資 約６３兆円

さらに、「法人税減税をしても、企業の内部留保に回るだけで、

投資や雇用に結びつかない」という指摘もあるが、これは大変な誤

解であり、経済界として減税分は、国内における投資拡大、雇用創

出につなげていくとの決意表明があった。
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日本経済団体連合会の投資行動目標

（出所）2008年度までは国民経済計算年報、2009年度は四半期ＧＤＰ速報値。2010年度以降は、政府が

①実質的な税負担の軽減を伴う法人税減税、②研究開発支援、③EPAの推進を講じた場合には、

２００９年度６２．７兆円であった設備投資を５年後に３割増の８４兆円、１０年後に７割増の

１０４兆円まで拡大できると試算しており、これに向けて最大限努力するとの日本経済団体連合

会の投資行動目標。
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日本商工会議所からも、中小企業の取組方針が示された。

中小企業は、我が国の設備投資額の約３分の１強を担っており、
２００９年度において、約２２兆円規模（日本商工会議所推計）の
設備投資を行っている。また、中小企業は雇用の約７割を支え、法
人税も税収の約４割は中小企業が納めている。中小企業は地域経済
の担い手であり、ものづくりの基盤を支えるなど、重要な役割を担っ
ている。

中小企業の設備投資は、キャッシュフローの伸びに大きく依存す
る（２００９年版中小企業白書）。さらに、現下の厳しい経営環境
の中でも、中小企業の多くは、キャッシュフローが改善されれば、
設備投資や技術開発、雇用・人材投資に回すという前向きの意欲を
示している。したがって、これらを踏まえれば、法人税減税等でキ
ャッシュフローが改善すれば、設備投資や研究開発投資が活発化す
るものと見込まれる。これを踏まえ、日本商工会議所は「中小企業
全体として、可能な限り投資拡大につなげるべく努力してまいりた
い。」との決意を表明した。

また、中小企業の中には、海外の企業にも負けないポテンシャル
を有する「金の卵」が数多くある。そうした中小企業を継続的に多
数生み出すことが、新たな投資や雇用を生み、地域経済の活性化に
つながっていく。デフレ経済が進む中で、中小企業は困難な状況に
直面しているが、日本商工会議所は「全体として、設備投資や研究
開発投資の拡大に積極的に取り組み、可能な限り、地域における投
資拡大や雇用創出に努力してまいりたい。」との投資行動目標を提
示した。
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キャッシュフロー改善時の資金使途について

（出所）東京商工会議所会員の中で資本金１億円以下の中小企業1,000社のうち250社が回答

（2010年10月29日～11月4日）
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個別業界団体は、急激な環境変化で生産基盤の維持が難しくなる

中で、各団体を構成する主要企業による設備投資及び研究開発投資

について、今後とも現在の水準を維持・強化とするものから数年後

に倍増とするものまで、各業界の置かれている状況の中で国内投資

を最大限積極的に行うための投資行動目標を設定した。

また、各産業界は、法人税減税をはじめとする政策効果を雇用や

投資に積極的に活用することで、将来の成長につなげ、雇用創出と

いう企業としての本来果たすべき最大の社会的責任を果たすことを

表明した。
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各産業の主要企業の投資行動目標
（国内投資促進円卓会議における委員の発言及び提出資料の内容をまとめたもの）

投資行動目標

電子情報
技術産業
協会

熾烈な国際競争に直面し、急激な円高で競争条件が
一層悪化する中で、今後とも日本でＲ＆Ｄ拠点、マ
ザー工場を維持し、歯を食いしばって頑張りたい。

為替水準の適正化を前提に、政府の思い切った対策
があれば、今後５年のうちに年間３兆円程度（２００９年
度実績１．５兆円）まで設備投資の大幅増を目指す。
また、毎年４兆円規模の研究開発投資を行っており、
可能な限り維持強化を図る｡

一連の減税措置が実現された場合には、これらを積
極的に国内投資に活用する。

日本自動車
工業会

日本国内の研究開発や生産の拠点こそが、常に最先
端の技術や商品を生み出し付加価値を高め続けるイ
ノベーションセンターであり、マザープラントと捉えてお
り、今後とも国内にこの機能を何としても残していきた
い。

ビジネス環境が改善し、諸外国とのイコールフッティン
グが図られれば、可能な限りの設備投資の維持・強化
を図っていく。
（２００９年度実績：６６００億円）

次世代自動車や燃費改善技術をはじめとする研究開
発についても、２００９年度は２兆円の投資を行ってい
るが、我が国のイノベーションセンターとしての機能を
維持・強化するため、研究開発投資の更なる強化を
図っていく。
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日本鉄鋼
連盟

鉄鋼業は設備集約型であり、既設の国内製造インフラ
は最大限に活用していく。加えて、国内には、熟練労
働者、高度なエンジニア・リサーチャーなど豊富な経営
資源があり、日本の製造・研究開発拠点としての位置
づけは今後も維持していきたい

競争条件のイコールフッティングが実現し、成長戦略
が着実に実行されれば、可能な限り投資規模の継続・
強化を目指したい。
（２００９年度実績 ： 設備投資７５００億円、研究開発
投資１０００億円）

法人税減税等の政策効果から生じたキャッシュフロー
は、国内投資、雇用維持につなげるべく全力で取り組
む。

日本製薬
工業協会

イノベーションを促進する環境整備が進めば、２０１５
年に１．９兆円（２００８年度１．３兆円から５割増）、２０
２０年に２．５兆円（２００８年度から倍増）の研究開発
投資を目指す。さらに、新型インフルエンザ対策用ワ
クチン生産等のため、大規模な設備投資に取り組む。

日本工作機械工
業会

需要家産業の国内投資が回復すれば、高付加価値
化等を中心に、今後１０年以内にピーク時並みの投資
規模である７００億円（２００９年度実績３６０億円から
倍増）以上を目指す。
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日本金型
工業会

国内のものづくり基盤が維持されれば、周辺分野への
事業展開を図り、１．1兆円規模の国内生産と８．７万
人の国内雇用の維持強化を図る。

日本ねじ
工業協会

政府による建設投資・設備投資の支援に加え、大企
業が活性化すれば、ピーク時並みの投資規模である１
０００億円（２００９年度実績５００億円から倍増）以上を
目指す。

電気事業
連合会

今後２年間で累計約４．８兆円（年平均２．４兆円、２０
０７年度から２００９年度平均実績２．０兆円から２割
増）の設備投資を行う。

成長戦略が着実に実施され、経済が力強い回復をた
どれば、中長期的に電力需要も予想を上回って増加
する可能性があり、その場合は当初計画の前倒しもあ
り得る。

政策支援の効果を国内投資につなげ、新たな雇用を
生むべく全力で取り組む。
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電気通信
事業者協会

電気通信事業者はトータルで毎年３兆円規模の投資
を続けており、世界最先端のブロードバンド基盤を構
築している。政府のＩＴ戦略が着実に実施され、ＩＣＴの
利活用が進み、新たな需要が喚起されれば、使いや
すいサービスの構築に向けて設備投資を加速させる。

情報サービス
産業協会

政府による思い切った経済対策がなされれば、今後５
年のうちに累計２．８兆円のＩＴ投資の増加、６千人の
雇用創出を目指す。
（２００９年度実績：ＩＴ投資約１９．８兆円、雇用約８５．７
万人）

日本ニュー
ビジネス
協議会連合会

政府において法人税減税やリスクマネー供給の下支
え、学生等との橋渡し役の強化等が図られれば、会員
企業は、法人税減税分等の効果を国内の新事業投資
の拡大に活用するとともに、学生等の新たな雇用の創
出につなげていく。

日本チェーンスト
ア協会

流通小売業界全体で年間数兆円の投資が行われて
いると考えられ、法人税減税や規制改革を始めとした
政府による適切な環境整備が進めば、流通小売業界
として、製・配・販の連携による合理化・効率化、多様
な生活者のニーズに即した店舗開発やリニューアル
投資、太陽光発電を始めとする環境保全投資、流通Ｂ
ＭＳやネット関連のＩＴ投資等の国内投資を積極的に
進めていく。
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日本農業
法人協会

会員のうち経営規模の拡大の意向を持っている法人
は、土地利用型で6割、畜産で5割を占めており、経営
基盤の整備、農作業の集約化・経営の高度化・規模
の拡大化・法人化、国内農産物の輸出促進等を進
め、得られた収益を内部留保ではなく投資に活用する
ことで、さらなる投資拡大の可能性がある。

日本ツーリズム産
業団体連合会

訪日外国人旅行者数が２，５００万人を達成した場合、
旅行消費額４．１兆円、生産波及効果９．９兆円、直接
雇用３５万人、波及効果７８万人となり、それぞれ２００
８年度実績に比べ３倍となる見込み。

全国銀行協会

産業界による国内投資の拡大を支援するため、国に
よる政策支援に期待するとともに、日本銀行の成長基
盤強化支援資金供給の活用、外部機関との連携など
を通じて、成長可能性のある企業への機動的な資金
供給を引き続き推進する。

また、金融サービスの利便性の向上等を図るため、ＩＴ
投資など設備投資の維持・強化を図る（２００９年度実
績：設備投資７，５００億円）。
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在日米国
商工会議所

米国系企業は日本におけるビジネスに楽観的な見解
を持っており、今後半年間で７５％の企業が売上増加
を、７２％の企業が現在より利益増加を予測している。

日本政府が必要な改革に取り組めば、成長を維持し、
新たな投資を呼び込むことが可能になる。

欧州ビジネス
協会

欧州企業は、今後半年間で約８割が収益増加、約７割
が事業拡大を見込んでいる。法人税減税が実施され
れば、日本で既に活動している約2,500社の欧州企業
の半数以上が投資をさらに拡大する可能性がある。

日本とＥＵ双方が関税や非関税障壁を取り除けば、日
本は対ＥＵ貿易額が６兆円増加（６０％増）、ＥＵは対
日貿易額が４.９兆円増加（７０％増）すると試算されて
おり、こうした貿易額の伸びは、国内外からの投資拡
大を促し、日本において新たな雇用や設備を生み出
す。
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我が国が今後とも経済成長を持続するためには、産業界の前向き

な将来投資が不可欠であり、産業界の投資行動目標は、我が国全体

において歓迎されるものである。今後、産業界は、投資行動目標の

実現に向けて、力強く取り組むべきである。

また、産業界は、グリーン分野など次世代の成長分野の投資を積

極的に行い地球問題などのグローバルな課題の解決に貢献するこ

と、新たなサービスや商品の開発を通じて農業、医療・介護、観光

等における地域の需要掘り起こしを進めることなどにより、企業の

成長を図りながら、様々な社会的課題の解決に貢献していくべきで

ある。
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２．労働界の取り組むべき課題

労働界は、投資拡大が雇用を増大し、国民所得を向上させるとい

う認識の下、産業界の投資行動目標を理解し、産業界と緊密に協力

し、持てる能力を最大限発揮して新事業展開など経営基盤の維持・

強化に協力するべきである。

このために必要な、成長分野での雇用創出の取組、新事業展開に

必要な労働者のスキルアップや円滑な労働移動、グローバル化に対

応した人材の育成・確保など、国内投資の促進に向けて積極的な協

力を行う必要がある。

加えて、産業別・企業別など各層における労使協議の場を通じて、

産業・企業の行動目標の精緻化、関係労使への周知及び実行面での

フォローアップに努めることが重要である。
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Ⅳ．政府・地方自治体の取り組むべき課題

１．成長促進型（プロ・グロース）政策の強力な推進

政府は、産業界・労働界の取組を全力で支援し、国内における企

業の投資・事業活動を促進する「成長促進型」（プロ・グロース）

政策を強力に推進しなければならない。

まず、国内における投資・事業活動を阻害し、海外移転を加速する

恐れのある制度や規制を徹底的に洗い直し、我が国の立地競争力を世

界水準に高めることによって内外企業等の思い切った投資を促進する

国を開く国内改革を進める。

このため、法人実効税率の引下げ、主要国との質の高い経済連携

の推進、過度な環境規制の排除、世界水準のインフラ整備等投資拡

大効果の高い施策を着実に前進させる必要がある。

以上のような投資・事業環境の整備に加え、我が国を高付加価値

産業が次々と生まれるイノベーション拠点、グローバル企業にとっ

てのアジア拠点として飛躍させるための施策を講じるとともに、経

済・雇用の基盤である中小企業を強化する必要がある。

さらに、グリーン分野や農業、医療、介護、観光等の地域の需要

の開拓や資源権益の獲得など、国内投資の活性化に寄与し得る戦略

的な海外投資を促進する。これらの政策の実施と合わせ、為替市場

に対する適切な対応とともに、早期のデフレ脱却と日本経済を本格

的な回復軌道に乗せることを目指した適切なマクロ経済運営を行う

必要がある。



*1民間委員1人あたり３つまで順位をつけ、１位３点、２位２点、３位１点で重み付けをして集計。
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２．政府が重点的に取り組む課題

円卓会議においては、今後半年から１年の間に緊急に取り組む必
要があって、特に投資拡大効果、雇用創出効果の大きい施策を中心
に検討を行った。産業界・労働界の民間委員から寄せられた施策に
関する要望の概要は以下の通りである。

*1
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（１）世界水準の投資・事業活動基盤の整備

我が国立地競争力の地盤沈下を食い止めるため、５つの環境
整備（法人実効税率引き下げ、ＥＰＡの推進、インフラ整備等、
規制・制度の見直し、適切な経済運営）を行い、企業にとって
の立地競争条件が、主要国に劣後しない世界水準のものとする。
また、日本を牽引する２つの拠点化（イノベーション拠点化、
アジア拠点化）を強力に推進する。
さらに、我が国競争力の源泉であり、雇用の源・ものづくり
の基盤である中小企業の強化を図る。

①国を開く世界水準の投資・事業環境の整備

ⅰ）法人実効税率の引下げ

政府内において調整を進める。

ⅱ）主要国との質の高いＥＰＡの推進

これまでの姿勢から大きく踏み込み、世界の主要貿易国との
間で、世界の潮流から見て遜色のない高いレベルの経済連携を
進める。同時に、高いレベルの経済連携に必要となる競争力強
化等の抜本的な国内改革を先行的に推進する。
政治的・経済的に重要で、我が国に特に大きな利益をもたら
すＥＰＡや広域経済連携については、センシティブ品目につい
て配慮を行いつつ、すべての品目を自由化交渉対象とし、交渉
を通じて、高いレベルの経済連携を目指す。

＜重点施策＞
・アジア太平洋地域においては、現在交渉中のＥＰＡ交渉の妥結や、現在交渉が中断して
いる日韓ＥＰＡ交渉の再開に向けた取組を加速化する。同時に、日中韓ＦＴＡ、東アジ
ア自由貿易圏構想（ＥＡＦＴＡ）、東アジア包括的経済連携構想（ＣＥＰＥＡ）といった
研究段階の広域経済連携や、現在共同研究実施中のモンゴルとのＥＰＡの交渉開始を可
及的速やかに実現する。
・アジア太平洋地域においていまだＥＰＡ交渉に入っていない主要国・地域との二国間Ｅ
ＰＡを、国内の環境整備を図りながら、積極的に推進する。
・環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定については、その情報収集を進めながら対応
していく必要があり、国内の環境整備を早急に進めるとともに、関係国との協議を開始
する。



*1我が国は、レアアースの供給の９０％強（２００９年）を中国に依存。本年７月８日、中国商務部は、
本年下期のレアアース輸出枠を約８０００ｔと公表。これは、半期ベースでは従来の１／３。
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・アジア太平洋地域以外の最大のパートナーであるＥＵとの間では、現在、共同検討作業
を実施中であるが、早期にＥＵとの交渉に入るための調整を加速する。そのために国内
の非関税措置への対応を加速する。また、現在交渉中の湾岸協力理事会（ＧＣＣ）との
交渉の促進に努める。
・上記の取組等を着実に実施するため、「ＦＴＡＡＰ・ＥＰＡのための閣僚会合」を開催
し、政府を挙げて取り組む。
・高いレベルの経済連携の推進と我が国の食料自給率の向上や国内農業・農村の振興とを
両立させ、持続可能な力強い農業を育てるための対策を講じるため、「食と農林漁業の
再生推進本部」を設置し、来年６月めどに基本方針、10月めどに行動計画を策定し、早
急に実施に移す。
・人の移動に関する課題にどう取り組むかについての検討グループを国家戦略担当大臣の
もとに設置し、来年６月までに基本的な方針を策定する。また、非関税障壁を撤廃する
観点から、規制制度改革についても、行政刷新会議のもと、来年３月までに具体的方針
を策定する。

ⅲ）世界水準のインフラ整備等

安価で効率的な物流インフラの充実は、企業立地の大前提で
ある。世界的な物流の急拡大や輸送技術の高度化の流れの中、
中核的な空港、港湾等の物流インフラを世界水準に整備してい
く。また、道路・港湾等ハード面、航空・海上輸送ネットワー
クなどに関する規制・制度改革を含めたソフト面の両面から物
流インフラの強化を図る。
また、ビジネスセンターの立地促進・地域の活性化のため、
情報通信技術インフラの整備や金融機能の強化を推進するとと
もに、大都市圏戦略の策定及び大都市における都市開発事業の
推進に取り組む。
さらに、企業が安心して操業できるよう、生産活動の基盤を
整備することが重要である。特に、レアアースは、我が国の強
みを有する先端産業を支える原材料である一方で、その供給は
中国に依存

*1
している。このような現状を踏まえ、輸入量の変

化に大きく影響されない産業構造を形成することが急務であ
り、レアアース等の安定供給に万全を期する必要がある。
そして、企業立地の要である人材育成を強力に推進する。

＜重点施策＞
・ハード面として、国際戦略港湾や首都圏環状道路等の物流インフラ整備、ソフト面とし
て、海運・港湾関係税制の活用や港湾のハブ機能強化（荷物集約のための対策、民間の
知恵と資金を活用した港湾経営の効率化、ゲートオープン時間拡大による２４時間化の
推進）等による海事産業（海運業、造船業等）及び港湾の競争力強化、首都圏空港を含



*1中国・タイでは８～９ヶ月程度。日本では、長ければ４年以上必要とするケースがある一方、日本で
も諸外国並みのスピードで立地するケースもある。
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めた徹底したオープンスカイ、我が国拠点空港の貨物ハブ化を推進し、物流ネットワー
クの競争力強化を図る。
・産業基盤を確立する観点からも、真に必要なインフラ整備の方向性を示すための社会資
本整備重点計画の見直しを進めるとともに、今後の交通に関する基本理念を定める交通
基本法案の検討を進める。
・行政、医療、ＩＴＳ（交通）等における情報通信技術の利活用を推進し、企業活動や生
活における利便性を向上する。
・大都市圏戦略を策定するとともに、都市再生特別措置法において国際競争力強化につな
がる特別の地域指定制度を創設し、支援措置を講じることにより、大都市における都市
開発事業を推進する。
・本年１０月８日に策定した「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」等に基づき、
レアアース等の代替・削減の技術開発、高度技術を有するレアアース等利用産業におけ
る設備導入を支援する。
・企業立地の要となる地域における産業人材の育成、立地に際しての低利融資等の支援策
を推進する。
・新たな成長分野への労働移動を促し、当該分野・業種での人材を育成・確保するため、
実践的な職業能力に関する評価基準や育成プログラムの策定などを内容とする実践キャ
リア・アップ戦略（キャリア段位制度）を推進する。
・我が国企業等の若手人材が、新興国での国際貢献活動を通じて、当該国の現地生活に入
り込み、社会課題の解決を行う活動を支援することにより、国際経験のある企業人の育
成を推進する。

ⅳ）投資や事業活動の障壁となる規制・制度の見直し

投資のスピードや規模が競争力を大きく左右する時代にあっ
て、企業立地手続きの迅速化や、世界で戦える強い企業を生み
出すための事業環境整備を強力に推進する必要がある。
企業立地に関しては、中国やタイに比べて国内では投資判断
から操業開始まで時間がかかるとの指摘

*1
がある。立地規制の

多くは自治体に運用が任されており、自治体の工夫と努力を最
大限に引き出すことが不可欠である。
世界で戦える強い企業を生み出すための事業環境整備に関し
ては、企業結合規制の見直しや、戦略的な事業再編や成長企業
の育成等の推進を図る。
規制や制度は、過度に規制したり、時代の流れの中で風化し
たりする傾向にある。過度な環境規制等への懸念も存在してい
る。規制当局は、事業活動を阻害し、海外移転を加速しかねな
いような不合理な規制になっていないか、改めて見直しを行い、
「成長促進型」（プロ・グロース）政策の視点に立って、徹底
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的に変革していく。
また、総合特区制度を創設し、拠点形成による国際競争力の
向上等を図る。

＜重点施策＞
・企業の立地や投資の障壁を除去し、企業の負担を軽減するため、「企業立地促進総合プ
ラン」を推進する。（別紙１参照）
・企業結合規制について、その迅速化・透明化の観点を踏まえ見直しを行う。公正取引委
員会の審判制度の廃止を行う。戦略的な事業再編や成長企業の育成等を積極的に後押し
する仕組みを構築すべく、資金面の支援強化、会社法の特例等を含め、次期通常国会で
の法整備を検討する。
・我が国のみが他国と比較して過度な環境規制を行えば「カーボン・リーケージ」を誘発
し、地球環境に対し悪影響を与えるのみならず、雇用の喪失を招く可能性がある。国際
上の公平性を確保した上で、前向きに取り組む企業の取組を後押しするような温暖化対
策を推進する。
・地域の責任ある戦略、民間の知恵と資金、国の施策の「選択と集中」の観点を最大限活
かす「総合特区制度」を創設する。

ⅴ）適切な経済運営の推進等による事業環境基盤の整備

過度の円高進行とデフレ状況は、国内投資を制約する一因で
ある。足下の円高は、企業の採算レートから見て厳しい水準で
推移している。また、金利が低水準にある一方、緩やかなデフ
レが継続しているため、実質金利は高止まりしている。政府は、
デフレからの脱却を喫緊の課題と位置づけ、日本銀行と一体と
なって、強力かつ総合的な政策努力を行う。
社会保障改革は、国民の将来不安を払拭し、消費の低迷、経
済の停滞を克服するという視点が重要である。特に、日本の低
成長の根源的な問題である少子高齢化対策を実施するに当たっ
ても「成長促進型」の視点に配慮する必要がある。

＜重点施策＞
・過度の円高進行・長期化について、今後も必要に応じ、為替介入を含めた断固たる措置
をとる。
・政府は、急速な円高の進行等の厳しい経済情勢にスピード感を持って対応するため「３
段構えの経済対策」を実施する。
・デフレを終結させるとともに需要、供給両面から日本経済の成長力を高める成長戦略・
経済運営に万全を期す。日銀には、政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ適切かつ機
動的な金融政策の運営によって経済を下支えするよう期待する。
・政府・与党で、番号制度も含め社会保障の姿についての議論を進め、「成長促進型」（プ
ロ・グロース）の観点に配慮しつつ、安心できる社会の実現を目指す。



*1外資系企業の日本からの撤退数増加（2007年101社→2008年126社）、高付加価値拠点の海外移転等
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②日本の拠点機能の強化

ⅰ）日本のアジア拠点化

国際企業から見ても、日本は魅力を急速に減じている*1。日
本が優位を有していた「アジア地域統括拠点」や「研究開発拠
点」等の高付加価値拠点としての魅力も中国に劣後しつつある。
他のアジア諸国も、熾烈な企業誘致競争を行っている。韓国、
シンガポールは、法人税率の水準がもとより低い上に、外国企
業の法人税減免、外国人技術者の所得税減免、誘致企業への助
成金、高度技術者への短期間での永住権付与等の優遇措置を大
胆に導入している。
日本でも、法人実効税率引下げ等の横断的な環境整備に加え、
ワンストップ窓口等行政面での対応を強化するとともに、諸外
国に比肩し得る大胆なインセンティブ制度を創設し、積極的に
高付加価値拠点を呼び込む必要がある。
また、グローバル競争を勝ち抜くため、異文化・異価値への
対応力と突破力ある高度人材の世界規模での獲得競争（タレン
ト・ウォー）が本格化している。日本は、先進国中、高度外国
人材の活用が最低水準にとどまっているが、高度外国人材の受
入、生活環境の整備を強力に推進していく。

＜重点施策＞
・企業認定の仕組みの下、税制優遇措置の構築を目指すとともに、立地補助金、入国管理
に係るインセンティブ措置を創設する。
・高度外国人材の受入促進のための出入国管理上の優遇措置を講じる「ポイント制」等を
検討する。
・国際ビジネスを行う内外の企業が、英語等で行政関連情報を収集し、活動できるように
するための環境整備を行う。
・輸出のリードタイム・物流コストの削減に資する保税搬入原則の見直し等を行う。
・「日本国内投資促進プログラム」の策定を踏まえ、中長期的視点に立ったヒト・モノ・
カネの流れの円滑化に資する事業環境の整備のための総合的なプログラム（「アジア拠点
化・対日直接投資促進プログラム（仮称）」）を来夏を目途に取りまとめ、海外のグロー
バル企業に対し戦略的な海外広報を行うこととする。
・「アジア拠点化・対日直接投資促進プログラム（仮称）」において、国際ビジネスを行う
上で必要とされる許認可手続の英語での申請受付を促進するための取組を検討する。

（別紙２参照）
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ⅱ）日本のイノベーション拠点化

我が国は、世界有数の科学・技術力、そして国民の教育水準
の高さによって高度成長を成し遂げた。イノベーションとソフ
トパワーを持続的に生み出し、成長の源となる新たな技術及び
産業のフロンティアを開拓していくためにも、日本のイノベー
ション拠点化に向けて大胆な取組を進めていく。
このため、未来への先行投資としての研究開発投資の支援策
や成長分野で大きく成長することを目指す企業等の資金調達の
円滑化、ベンチャー企業の支援策などを講じる必要がある。
また、国内外から優れた研究者を惹きつけるため、世界的な
産学官集中連携拠点の形成等の環境整備を行うことが重要であ
る。
さらに、地方における産学官連携も着実に進んでおり、地域
活性化の観点も含め、地方発のイノベーションを促進する。

＜重点施策＞
・我が国の研究開発投資総額に占める政府研究開発投資の割合は、主要先進国に比して低
水準にある。イノベーションによる成長を実現するため、技術実証、国際標準化等に一
体的に取り組む等、研究開発プロジェクトの効果的な実施を含め、政府の関与する研究
開発投資を第４期科学技術基本計画に沿って拡充する。
・ベンチャー企業などの成長企業への機動的な資金供給を支援するため、海外投資家を含
めた機関投資家からＰＥ（プライベートエクイティ）・ＶＣ（ベンチャーキャピタル）・
ファンド等への資金調達の促進、中小機構のファンド事業の着実な実施、成長可能性を
重視した金融の円滑化等の事業環境整備を実施する。また、ベンチャー企業への投資を
更に促進するための仕組みの検討を行う。
・我が国の産業競争力の源である民間企業の研究開発力の維持・強化を図るため、研究開
発税制の維持等を図る。
・国内外の優秀な人材を結集し、産学官連携の下、イノベーションを効果的に創出するた
め、ナノテク分野で世界最先端の研究開発を行う「つくばイノベーションアリーナ」の
構築や、先端技術の実用化に向けた性能・安全性評価拠点の整備を推進する。
・地域の大学、企業、公的研究機関による産学官連携の研究開発を推進するとともに、実
用化に向けた研究開発拠点を整備することで、地域のイノベーション創出を推進する。

③中小企業の活性化

我が国企業数の大部分、雇用の７割を占める中小企業は我が
国の競争力の源泉。円高・デフレや取引先企業による生産拠点
の海外シフトなどに伴って、中小企業は引き続き厳しい経営環
境に置かれているが、低炭素産業やグローバル企業の国内立地
・投資促進等によって、取引関係のある中小・中堅企業の活動
を活発化させるのみならず、中小企業が独自の技術や商品によ
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り自ら事業展開することを促進して投資を活発化させていくこ
とが重要である。
このため、中小企業がその力をいかんなく発揮できるよう、
資金繰りや公平で競争的な取引環境の確保を前提としつつ、中
小法人軽減税率の引下げを目指すとともに、中小企業の力の源
泉たる優秀な人材を獲得できるようにすることが必要である。
加えて、起業・転業の支援により、依然として他国と比較し
て低い開業率を上昇させて経済の新陳代謝を促進しその活性化
を図ることが必要。さらに、ものづくり基盤技術を支える中小
企業の研究開発やその集積を支援し、中小企業の自律的・積極
的な活動を後押しするほか、海外展開支援によって販路拡大を
強力に支援するとともに、海外展開の結果として国内での投資
をも促進することが重要である。

＜重点施策＞
・中小企業の活性化、競争力の向上を実現するため、中小法人軽減税率の引下げを目指す。
・公的な融資・保証を促進し、中小企業の活動の礎である資金繰りに引き続き万全を期す。
・中小企業の会計の在り方を含め、金融機関のリレーションシップバンキング機能を引き
出し、中小企業支援機関等とも効果的に連携した支援の仕組みや環境を構築する。
・起業・転業に必要な資金に対する融資・保証の促進や中小機構によるファンド事業の着
実な実施に加えて、ベンチャー企業や中小企業の承継・合併等に対する支援を拡充する。
・就職未内定者の中小企業でのインターンシップ事業等を活用しつつ、地域の中小企業・
ベンチャー企業が必要な人材を確保できるよう、中小企業等の魅力を発信することや、
地域における関係機関が相互に連携した自立的な仕組みや環境を構築することにより、
雇用ミスマッチを解消する。
・中小企業海外展開支援会議の枠組みの下で、地域での中小企業の海外展開支援をきめ細
かく実施しつつ、地域の各機関への支援ノウハウの波及を進める。
・ものづくり基盤技術の高度化に資する中小企業の研究開発から試作段階までの取組を引
き続き政府として積極的に支援する。
・中小企業の国内立地促進の観点から、地域における中小企業の集積を支援するため、市
町村と連携した制度を創設する。
・中小企業や中堅企業も利用可能な国内立地補助制度を実施する。

（２）需要・投資先の開拓

成長と雇用の好循環を図り、限られた資源を効率的に活用す
るためには、潜在的需要と戦略的投資先を開拓する必要がある。
地球規模で市場が拡大するグリーン分野の需要開拓、農業、
医療・介護、観光などの高い潜在力を有する地域の需要開拓、
国内投資の原資・海外権益の確保のために必要な戦略的な海外
投資の３分野を重点投資３分野とする。
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①グリーン分野の需要開拓

環境制約の高まりにより環境製品市場が世界的に拡大する中、
二度の石油危機を経て世界トップレベルの環境・エネルギー技術
を強みとする我が国企業にとって、グリーン投資は特に有望な投
資分野である。他方、円高の進展等により、我が国の高い技術を
持つ企業の海外流出の懸念が高まっている。
日本を「低炭素技術・製品・システムの世界の供給センター」
とすべく、設備投資・研究開発投資によりイノベーションを促進
し、供給側の産業力、技術力を強化する。
同時に、需要サイドについては、削減ポテンシャルの大きい家
庭、業務や運輸部門、中小企業、農業や地域等の潜在的な需要を
掘り起こしていくことが重要であり、そのための導入初期コスト
の軽減や資金・技術の国内環流の仕組み作りを進める。
さらには、より大きな需要が見込める途上国等の海外市場に対
して、我が国の低炭素技術・製品・システムの普及を促進し、外
需を獲得することで我が国の国内投資を促進させていく。このた
め、我が国企業の国際展開を支援するとともに、国際交渉におい
ては、全ての主要国が参加する公平かつ実効的な新たな一つの法
的枠組みの構築に全力で取り組む。
もちろん、地球温暖化対策は民間の投資や研究開発の意欲を促
すものでなければならない。国際競争力を阻害せず、前向きに取
り組む企業を後押しするような政策が必要である。

＜重点項目＞
・世界最先端を誇る革新的な低炭素技術の基盤を強化するため、低炭素型製品等の開発・
製造に係る産業の国内立地を支援する。
・低炭素技術の基盤強化・普及促進の観点から、導入初期コスト低減のためのリース活用
について検討する。
・エネルギー･低炭素技術開発（次世代太陽光･洋上風力、高効率火力･ＣＣＳ、蓄電池、
省エネ型の製造プロセス等）を加速化する。
・太陽光、風力、小水力、バイオマス発電やバイオ燃料等の再生可能エネルギー、原子力、
天然ガス、水素等の低炭素エネルギーの投資拡大を推進する。
・スマートコミュニティの実証、「環境未来都市」構想、規制見直しを推進し、低炭素投
資を起爆剤とした新たな地域・社会づくりを推進する。
・次世代自動車、省エネ家電・機器などの環境に優れた製品や省エネ住宅・建築物の普及
を促進する。このため、省エネ・低炭素型設備投資や製品等の普及を促進する、税制措
置の創設や税制上のインセンティブの付与、また導入コスト低減等のための支援策の強
化を図る。
・民生部門の省エネ対策を抜本的に進めるため、基準の客観性や実現可能性に留意しつつ、
新築住宅・建築物の省エネ基準適合義務化に向けた検討を推進し、住宅・建築市場の活
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性化を図る。
・「国内クレジット制度」の更なる活性化により、国内での資金環流を通じた、中小企業、
家庭、農業等の低炭素投資を加速する。
・我が国技術・製品・インフラの海外実証や政策金融の活用等による国際展開支援や、海
外での排出削減への貢献を適切に評価し我が国削減目標に反映する「二国間クレジット
制度」を構築する。
・日本技術が適正評価される方法等の開発、国際標準化及びアジアの認証力向上支援によ
り、日本製品のアジアへの普及を推進する。

②地域の需要開拓

地域が元気にならなければ、日本に活力は生まれない。地域
に埋もれる潜在力と地域の資源でアジアの購買力を引き出し、
地域発の産業・雇用を次々と生み出していく。
農業については、経営基盤の強化、農山漁村の６次産業化や
農商工連携等によって競争力を強化し、国内市場の維持・活性
化と海外販路の維持・拡大に取り組む。
医療・介護については、本分野を日本の成長牽引産業として
明確に位置づけ、ライフ・イノベーションを力強く推進する。
観光は、訪日外国人観光客の更なる呼び込みやツーリズム産
業の競争力強化を促進し、訪日外国人３０００万人プログラム
の目標達成に向け、着実に取組を推進する。

＜重点施策＞
ⅰ）農業の競争力強化
・規模拡大、若者等の新規参入・人材育成、生産性向上等の構造改革を推進する。
・農山漁村に由来する「資源」と、食品産業、観光産業、ＩＴ産業等の「産業」を結びつ
け、地域ビジネスと新たな産業の創出を促す農山漁村の６次産業化、農商工連携等によ
り、国内市場を維持・活性化する。
・バイオ燃料の生産拡大、ガス化等最先端のバイオマス変換、プラスチック等のマテリア
ル利用等により、農山漁村に賦存するバイオマスの総合的な利活用を推進する。
・我が国農林水産物・食品の輸出額を１兆円水準とする目標を設定し、アジアを中心とす
る国・地域別及び品目別に、日本食や食材等の普及・啓発、日本の食文化の発信等によ
り、海外販路の維持・拡大を図る。
・我が国食品産業の経営体質・国際競争力を強化するため、東アジア地域への食品産業の
投資促進、事業展開を支援する。

ⅱ）ライフ・イノベーションの加速
・日本発の革新的な医薬品・医療機器を創出するため、世界に先駆けたヒトに初めての臨
床試験を可能とするために必要な体制の整備を行う。
・臨床試験の質とスピードの向上のため、臨床試験環境の整備や情報通信技術の積極的活
用を行う。
・新薬・医療機器の承認プロセスを迅速化する。
・国際医療交流を促進する。
・医療・介護における人材育成を支援する。



*1インフラ整備需要は、世界全体で年間約1兆6千億ドル、アジアのみでも年間7,500億ドル（推計）
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・高齢化に対応した公共施設や住宅・建築物のバリアフリー化、医療・介護技術や高齢者
に優しい自動車の研究開発等を推進する。

ⅲ）観光地の活性化
・訪日外国人旅行者の拡大に併せ、羽田空港の２４時間国際拠点空港化や首都圏空港を含
めた徹底したオープンスカイ、クルーズターミナル機能の充実を進め、外国人向けの受
入環境整備を進めるとともに、休暇改革や無電柱化を推進し、滞在型観光が可能な魅力
ある広域的な観光地の形成を支援する。

③戦略的な海外投資

円高メリットを生かし、危機を好機に変える戦略的な海外投
資は、海外でのビジネスチャンスを獲得し、我が国の強みであ
る技術力を活かした先行投資となるとともに、資源の安定供給
を確実にし、国内の事業基盤を強化するために不可欠である。
具体的には、急拡大するインフラ整備

*1
に対応した事業権の

買収や資源権益の確保等ビジネスチャンスの獲得や新規需要の
開拓を通じて雇用に中立的で戦略的な海外投資を促進する。
インフラ投資の促進に当たっては、「パッケージ型インフラ
海外展開関係大臣会合」におけるＯＤＡの戦略的活用、トップ
セールス等地域及び分野ごとのインフラ輸出戦略の議論を踏ま
えて対応する。
資源エネルギーは国民生活や経済活動の根幹を支える重要な
財であり、その安定供給確保が不可欠である。特にレアアース
は、我が国産業が得意とするハイテク製品にとって重要な原材
料であり、その確保は、我が国経済にとって極めて重要な課題
である。このため、レアアース等の鉱物資源確保に向け、官民
一体となって取り組む。

＜重点施策＞
・産業革新機構、ＪＢＩＣ、ＪＯＧＭＥＣによるグリーン・ライフ分野の海外大型案件の
買収、海外インフラ事業への支援、資源権益の獲得支援を拡充する。
・官民一体となった、エネルギー、水、鉄道、港湾、道路、リサイクル、宇宙、情報通信
等のインフラシステムの海外展開を推進する。
・本年１０月８日に策定した「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」に基づき、
レアアース等の鉱物資源確保のため、ＪＯＧＭＥＣを通じて、鉱山等買収に対する支援
や技術協力による資源国との関係強化を行う。
・ＪＩＣＡの海外投融資については、既存の金融機関では対応できない開発効果の高い案
件に対応するため、過去の実施案件の成功例・失敗等を十分に研究・評価し、リスク審
査・管理体制を構築した上で、再開を図る。
・ＮＥＸＩの貿易保険によるリスクテイクを拡充する。
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３．地方自治体の取り組むべき課題

地方自治体は、産業界の投資目標に呼応して、これをしっかり支

援していく必要がある。

企業立地に係る規制の多くは自治体の運用に任されている。我が国

は、投資判断から操業開始まで、諸外国に比べて時間がかかると言

われており、こうした指摘を踏まえ、地方自治体は、立地規制の運

用改善やワンストップサービス化等により、立地手続の迅速化や簡

素化を図るべきである。

また、企業の必要とする人材の育成や高度外国人材の生活環境の

改善など積極的な取組を行うべきである。
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【別紙１】 企業立地促進総合プラン

企業の立地や投資の障壁を除去し、企業の負担を軽減するため、
「企業立地促進総合プラン」を推進する。

１．「国内投資促進地域本部（仮称）」の設置
国内投資促進円卓会議の下、平成２３年初頭に、全国９地域のブ
ロックごとに経済産業局が中心となり、経済界、国（地方整備局、
農政局、経済産業局等）、自治体等からなる「国内投資促進地域本
部（仮称）」を設置。情報共有のプラットフォームとするとともに、
地域の実情に即した改善策等を検討し、必要な措置を講じる。

２．「工場立地相談窓口（仮称）」の設置
平成２３年初頭に、各経済産業局に「工場立地相談窓口（仮称）」
を設置し、企業の立地や投資を巡る個別具体的な相談に応じる。

３．ベストプラクティスの全国展開
平成２３年初頭に、迅速な工場立地を実現したケースや企業から
実効性があると評価されている手続のワンストップサービス化の取
組など、立地迅速化を実現している取組等に関するベストプラクテ
ィスについて情報提供を行いつつ、自治体に対し、工場立地手続の
迅速化等の取組の推進について協力要請を行う。

４．立地関連規制の「成長促進型」（プロ・グロース）見直し
企業の立地や投資の障壁となっている規制について、「成長促進
型」（プロ・グロース）政策を推進するとの視点から見直しを行い、
行政刷新会議の下で平成２３年３月までに具体的方針を決定する。

＜民間から提起された８項目＞
①太陽光パネル設置に関する建築基準法の取扱いの見直し
②工場立地法の緑地規制の見直し
③土壌汚染対策法の自然原因汚染の取扱いの見直し
④コンビナートの協業体制構築に向けた規制見直し
（消防法の配管配置規制の見直し等）
⑤既存不適格建築物に関する建築基準法の取扱いの見直し
⑥大気汚染防止法の届出審査の迅速化
⑦水質汚濁防止法の届出審査の迅速化
⑧建築基準法の建築確認審査の迅速化
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【別紙２】 アジア拠点化政策の総合的な展開

近隣諸国との競争の中で、海外からアジア統括拠点などを呼び
込むため、アジア拠点化政策を総合的に推進する。

アジア新興国の急速な成長に伴い、日本は投資先としての魅力を
急速に減じていることにかんがみ、喫緊に対応すべき課題として、
外国企業、高度外国人材呼び込みに係るインセンティブ措置や世界
最高水準のビジネス環境整備、外国人にとってより良い生活環境の
整備を行うこととする。併せて、中長期的視点に立ったヒト・モノ
・カネの流れの円滑化に資する取組についての検討を進めることと
する。

１．外国企業誘致、高度外国人材呼び込みに係るインセンティブ
措置
①企業認定の仕組みの下、税制優遇措置の構築を目指すとともに、
立地補助金、入国管理に係るインセンティブ措置を創設する。

②優秀な海外人材を我が国に引き寄せるため、欧米やアジアの一部
で導入されている「ポイント制」を導入し、現行の基準で受入れ
が認められている外国人のうち、職歴や実績等に優れた者に対し、
出入国管理上の優遇措置を講じる仕組みを検討し、結論を得る。
さらに、現行の基準では学歴や職歴等で要件が満たせず、受入
れが認められていない外国人について、我が国の労働市場や産業
等に与える影響等を勘案しつつ、ポイント制の活用等による入国
管理上の要件の見直しを検討する。

２．世界最高水準のビジネス環境整備、外国人にとってより良い
生活環境の整備
①国際ビジネスを行う内外の企業が、英語等で行政関連情報を収集
し、活動できるよう、行政手続窓口や英語対応窓口として、関係
府省庁及びＪＥＴＲＯに設置された「対日直接投資総合案内窓口
（Invest Japan）」のフォローアップを年度内に行う。
その結果などを踏まえ、関係府省庁及びＪＥＴＲＯは、ホーム
ページ等を通じた英語等による各種情報提供やサービスを充実さ
せる。
併せて、上記１．①の「企業認定」における英語での申請を受
け付けるとともに、企業立地に関する規制等に関する許認可手続
の英語での申請を促進するための必要な措置を検討する。
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②ＪＥＴＲＯの外国企業誘致専門スタッフを活用して、国・ＪＥＴ
ＲＯにおける外国企業誘致部門の取組を積極的に展開するととも
に、我が国に投資を行う企業に対して、ワンストップサービスの
提供、現地訪問・視察機会の提供、提携先企業とのマッチングな
どソフト面での魅力的なサービスの充実に努める。また、国が率
先して海外の有望企業の発掘を行い、自治体と連携して各地域へ
の外国企業誘致の実現を図る。さらに、国内投資促進地域本部（仮
称）の場を活用して、ＪＥＴＲＯなどの関係機関の協力を得て、
各地域における海外からの投資や企業立地を促進するための課題
につき、解決を図っていく。

③輸出のリードタイム・物流コストの削減に資する保税搬入原則の
見直しに向けた関税法の改正案を次期通常国会に提出するととも
に、貿易関連手続の一層の円滑化に向けた取組を行う。

④外国人の生活に欠かせない住宅、医療、教育の面の課題につき実
態調査を行い、平成２３年３月中に公表する。行政刷新会議の下
で、平成２３年３月の取りまとめに向けて高度外国人材の受入れ
に向けた教育面の環境整備を議論するに当たっては、これを最大
限活用する。

⑤外国人が安心して医療を受けられる環境整備を行うため、医療言
語人材の育成や外国人患者受入れ体制の整備等、医療の国際化を
推進する。

３．中長期的視点に立ったヒト・モノ・カネの流れの円滑化に資
する取組
・「日本国内投資促進プログラム」の策定を踏まえ、中長期的視点
に立ったヒト・モノ・カネの流れの円滑化に資する事業環境の整
備のための総合的なプログラム（「アジア拠点化・対日直接投資
促進プログラム（仮称）」）を来夏を目途に取りまとめ、戦略的な
海外広報を行う。これにより対日直接投資の加速化を図り、２０
２０年までに外資企業による雇用倍増等を目指す。

・「アジア拠点化・対日直接投資促進プログラム（仮称）」において、
内外企業の国際ビジネスの円滑な実施に対応するため、ビジネス
等を行う上で必要となる許認可手続の英文での申請受付を可能と
するための必要な取組を検討する。




